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(証券コード　7585)
平成28年９月７日

株 主 各 位
（本店所在地）

埼玉県さいたま市南区南浦和二丁目18番５号
（本社事務所）

埼玉県さいたま市南区南浦和二丁目35番11号
株 式 会 社 か ん な ん 丸

代表取締役社長 佐 藤 榮 治
第39回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第39回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、平成28年9月21日（水曜日）午後５時までに到着するようご
返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年9月23日（金曜日）午前10時
２．場 所 埼玉県さいたま市浦和区高砂二丁目１番19号

浦和ワシントンホテル　３階　プリムローズ
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第39期（平成27年７月１日から平成28年６月30日まで）

　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第39期（平成27年７月１日から平成28年６月30日まで）
　計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役３名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。

なお、本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、計算書類及び連結計算書類
並びに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（ア
ドレスhttp://www.kannanmaru.co.jp/）において掲載させていただきます。

－ 1 －

狭義の招集通知
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成27年 7 月 1 日から
平成28年 6 月30日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府主導による経済金融政策な
どの効果もあり、景気は緩やかな回復基調で推移しましたが、新興国の経
済減速や英国のＥＵ離脱決定による金融市場の混乱など、企業収益や個人
消費に対する先行きは不透明感が強まっております。
　外食産業におきましては、消費者嗜好の多様化や節約志向の継続、それ
らに伴う販売競争の激化など、経営環境は依然として厳しい状態で推移し
ております。
　こうした状況の下、当社グループは出店戦略の見直し、経営資源の合理
化、店舗オペレーションの再構築を通じて、既存店の生産性向上を図り、
地域一番店を目指す方針に基づき、新たに人材の登用、積極的な発掘を行
い、また「わざわざご来店いただいたお客様」にご恩返しするため、お客
様へのきめ細かい施策を実施してまいりました。
　この結果、当連結会計年度末の店舗数は、大衆割烹「庄や」40店舗、
「日本海庄や」36店舗、気楽な安らぎ処「やるき茶屋」８店舗、カラオケ
ルーム「うたうんだ村」８店舗、もつ専門料理「東京芝浦もつ丸」１店舗、
旬菜・炭焼「炉辺」１店舗、コーヒー専門店「ドトールコーヒーショップ」
１店舗の合計95店舗となっております。
　以上により、当連結会計年度の業績は、売上高5,419,514千円（前期比
6.5％減）、売上総利益3,918,225千円（同6.4％減）、営業利益は140,597
千円（同17.1％減）となりました。
　経常利益につきましては、144,925千円（同20.9％減）となり、税金等
調整前当期純利益116,116千円（同21.5％減）、親会社株主に帰属する当
期純利益56,146千円（同28.1％減）となりました。
　当連結会計年度において、有形固定資産の減損損失18,080千円を計上し
ております。

－ 2 －

当連結会計年度の事業の状況
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　また、当社グループは、料理飲食事業の単一セグメントであるため、セ
グメント別の記載を省略しております。

　部門別売上高は次のとおりであります。
（単位：千円）

区 分 売 上 高 構 成 比

庄 や 部 門 2,514,023 46.4％

日 本 海 庄 や 部 門 2,445,199 45.1

や る き 茶 屋 部 門 336,754 6.2

そ の 他 部 門 123,536 2.3

合 計 5,419,514 100.0

（注）１．上記金額には、消費税及び地方消費税は含まれておりません。
２．庄や部門には、カラオケルーム「うたうんだ村」が含まれております。
３．その他部門は、「炉辺」「東京芝浦もつ丸」「ドトールコーヒーショップ」でありま

す。

②　設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資の総額は86百万円(うち、52百万円はリース

契約によるもの）で、すべて既存店舗の改装に係る投資であります。

③　資金調達の状況
当連結会計年度の所要資金につきましては、主に自己資金により賄って

おります。

－ 3 －

当連結会計年度の事業の状況
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⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 36 期
(平成25年６月期)

第 37 期
(平成26年６月期)

第 38 期
(平成27年６月期)

第 39 期
(当連結会計年度)
(平成28年６月期)

売上高(百万円) 6,309 6,057 5,796 5,419
親会社株主に帰属する当
期純利益(百万円) 123 15 78 56

１株当たり当期純利益(円) 30.79 3.96 20.50 14.73

総資産(百万円) 4,147 4,133 4,138 4,140

純資産(百万円) 3,463 3,418 3,438 3,431

１株当たり純資産額(円) 908.50 896.84 902.09 900.38

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 36 期
(平成25年６月期)

第 37 期
(平成26年６月期)

第 38 期
(平成27年６月期)

第 39 期
(当事業年度)

(平成28年６月期)

売上高(百万円) 6,271 6,020 5,760 5,385

当期純利益(百万円) 119 10 74 51

１株当たり当期純利益(円) 29.70 2.76 19.44 13.59

総資産(百万円) 4,142 4,124 4,125 4,123

純資産(百万円) 3,458 3,409 3,425 3,414

１株当たり純資産額(円) 907.36 894.49 898.69 895.83

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社しんしん丸 10百万円 100％ ドトールコーヒーショップ運営事業

－ 4 －

財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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⑷　対処すべき課題
外食業界では既存店売上の前年割れが継続しており、営業時間の短縮や店

休制度の導入等によりさらに売上の確保が厳しくなっております。
こうした中で当社は、お客様のご来店にご恩返しする姿勢を堅持し、そう

した対応ができる人材の育成のために研修・教育への投資をさらに充実して
まいります。

営業戦略につきましても、お客様満足の観点から、タイムリーかつ多様な
販売促進活動を行いリピーターの獲得につなげてまいります。こうした施策
により既存店の活性化を図るとともに、平成29年6月期（第40期）は、年間
数店舗のペースで業態変更、新規出店を図ってまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援を賜わりますよ
うお願い申しあげます。

⑸　主要な事業内容（平成28年６月30日現在）
　　大衆割烹「庄や」「日本海庄や」等の経営

－ 5 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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⑹　主要な事業所（平成28年６月30日現在）
①　本社　　　埼玉県さいたま市南区南浦和二丁目35番11号
②　店舗

埼 玉 県

さ い た ま 市
庄や12店、日本海庄や10店、やるき茶屋２店
うたうんだ村３店、東京芝浦もつ丸１店
炉辺１店、ドトールコーヒーショップ１店

川 越 市 庄や４店、日本海庄や２店、やるき茶屋１店
うたうんだ村１店

春 日 部 市 日本海庄や１店
越 谷 市 庄や３店、日本海庄や３店
上 尾 市 庄や１店
熊 谷 市 日本海庄や１店
久 喜 市 庄や１店、日本海庄や２店、うたうんだ村１店
北 本 市 庄や１店
蓮 田 市 庄や１店、日本海庄や１店、うたうんだ村１店
坂 戸 市 庄や１店、やるき茶屋１店、うたうんだ村１店
鶴 ヶ 島 市 庄や１店
東 松 山 市 庄や１店、日本海庄や１店、やるき茶屋１店
朝 霞 市 日本海庄や１店
加 須 市 庄や１店、日本海庄や１店
鴻 巣 市 庄や２店
新 座 市 庄や１店、うたうんだ村１店
羽 生 市 日本海庄や１店
白 岡 市 庄や１店
川 口 市 庄や１店
幸 手 市 日本海庄や１店
滑 川 町 日本海庄や１店
八 潮 市 日本海庄や１店
深 谷 市 日本海庄や１店
宮 代 町 庄や１店
三 郷 市 日本海庄や１店
富 士 見 市 やるき茶屋１店

茨 城 県 古 河 市 庄や１店、日本海庄や１店

栃 木 県

小 山 市 庄や１店、日本海庄や１店
足 利 市 庄や２店
栃 木 市 日本海庄や１店
宇 都 宮 市 庄や１店
下 野 市 庄や１店
野 木 町 庄や１店

群 馬 県
太 田 市 日本海庄や１店
伊 勢 崎 市 日本海庄や１店
館 林 市 やるき茶屋１店

千 葉 県 流 山 市 日本海庄や１店
野 田 市 日本海庄や１店

東 京 都 足 立 区 やるき茶屋１店
合 計 95店

－ 6 －

主要な営業所及び工場
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⑺　使用人の状況（平成28年６月30日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末
比 増 減

301名 21名減

（注）　上記使用人には、パートタイマー及びアルバイトの期末人員数（８時間換算）196名は
含んでおりません。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

299名 21名減 45.4歳 6.3年

（注）　上記使用人には、パートタイマー及びアルバイトの期末人員数（８時間換算）194名は
含んでおりません。

⑻　主要な借入先の状況（平成28年６月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 埼 玉 り そ な 銀 行 50,000千円

株 式 会 社 武 蔵 野 銀 行 31,943千円

株 式 会 社 群 馬 銀 行 10,000千円

－ 7 －

使用人の状況、主要な借入先の状況
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成28年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 16,000,000株
②　発行済株式の総数 4,351,308株
③　株主数 4,571名（前期末比66名増）
④　大株主（上位10名）の状況

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

佐 藤 榮 治 1,009千株 26.48%

有 限 会 社 群 青 954千株 25.05%

佐 藤 京 子 348千株 9.15%

株 式 会 社 大 庄 126千株 3.32%

株式会社小室商店 81千株 2.13%
か ん な ん 丸
従 業 員 持 株 会 52千株 1.38%

株 式 会 社
埼 玉 り そ な 銀 行 50千株 1.31%

株 式 会 社
武 蔵 野 銀 行 40千株 1.05%

サ ン ト リ ー 酒 類
株 式 会 社 34千株 0.90%

住 友 生 命 保 険
相 互 会 社 33千株 0.87%

（注）１．当社は、自己株式を539,587株保有しておりますが、上記大株主からは除外しており
ます。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
　　該当事項はありません。

－ 8 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成28年６月30日現在）
氏 名 会 社 に お け る 地 位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

佐 藤 榮 治 代 表 取 締 役 社 長 有限会社群青代表取締役社長
株式会社しんしん丸代表取締役社長

佐 藤 京 子 取 締 役 会 長 株式会社しんしん丸取締役

三 留 雅 広 常 務 取 締 役 営業本部長

菊 田 　 聡 常 勤 監 査 役

武 田 清 一 監 査 役 武田法律事務所所長

羽 根 川 　 敏 　 文 監 査 役 羽根川敏文税理士事務所所長

（注）１．監査役武田清一氏及び羽根川敏文氏は、社外監査役であります。
　　　２．当社は、監査役武田清一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。
　　　３．監査役羽根川敏文氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有しております。

②　取締役及び監査役の報酬等の総額
ア．取締役及び監査役の年間報酬総額

取締役３名 95,800千円
監査役３名 10,440千円（うち社外２名　4,800千円）

イ．取締役及び監査役とも役員賞与は支給されておりません。

－ 9 －

会社役員の状況
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③　社外監査役に関する事項
ア．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　・監査役武田清一氏は、武田法律事務所の所長を兼務しております。な

お、当社と武田法律事務所との間には特別な関係はありません。
・監査役羽根川敏文氏は、羽根川敏文税理士事務所の所長を兼務してお

ります。なお、当社と羽根川敏文税理士事務所との間には、税理士顧
問契約の取引関係があります。

イ．当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

監査役 武 田 清 一

当期開催の取締役会13回全てに出席し、主に弁護士としての
専門的見地からの発言を行っております。また、当期開催の
監査役会４回に全て出席し、監査結果についての意見交換、
監査事項の協議を行っております。

監査役 羽根川　敏　文

当期開催の取締役会13回全てに出席し、主に税理士としての
専門的見地からの発言を行っております。また、当期開催の
監査役会４回に全て出席し、監査結果についての意見交換、
監査事項の協議を行っております。

ウ．責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

－ 10 －

会社役員の状況
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　アスカ監査法人

②　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 9,400千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 9,400千円

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に
　　基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、
　　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの
算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の
報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が
あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該
当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任
いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告いたします。

－ 11 －
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⑸　業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は
以下のとおりであります。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制
当社は、適正な業務執行のための体制を整備し、運用していくことが重

要な経営の責務であると認識し、以下の内部統制システムを構築しており
ます。

当社は、小規模組織で個々の役員及び使用人まで把握できる状況にある
ため、代表取締役自らが繰り返し企業理念・社是の精神を語りかけること
により、法令及び定款を遵守した行動がとられる経営体制の確立に努めて
おります。

具体的には、風通しの良い社風の維持を心掛けるとともに、匿名性の高
い内部通報制度を設け、社内でコンプライアンス違反行為が行われ、また
は行われようとしている場合には、報告・連絡・相談が迅速に行われる体
制を構築しております。

内部通報制度の通報先として、また、重要な法務的問題やコンプライア
ンスに関する事項につきましては、監査役であります社外の弁護士と協議
し指導を受けることとしております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行及び意思決定に係る文書や情報は、文書管理規程に

基づき保存及び管理しております。取締役及び監査役は、必要に応じてこ
れらの情報を閲覧できる体制となっております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．代表取締役社長に直属する内部監査室を設置し、適時適切な監査に

より経営管理全般の改善と事故誤謬を防止し、会社の自存発展に努
めております。

イ．内部監査規程に基づき、内部監査活動の適切な執行を行っておりま
す。

ウ．取締役及び部次長は、担当する部門における重大なリスクの把握に
努め、発見した場合には速やかに代表取締役に報告する義務を負っ
ております。

－ 12 －
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、原則として毎月１回の取締役会を開催し、経営戦略等の重要事

項の決定及び取締役の業務執行状況の監督等を行っております。

⑤　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための
体制
当社は、子会社の事業に関して責任を負う取締役を決め、法令遵守体制、

リスク管理体制を構築しております。また、当社の内部監査室が必要に応
じて子会社の内部監査を実施しております。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監

査役の職務を補助する組織を管理部とし、当該使用人の人選等については、
監査役の意見を考慮し検討するものとしております。

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動等については、監査役の意

見を尊重するものとしております。

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への
報告に関する体制及び監査役へ報告したことを理由として不利な取扱い
を受けないことを確保するための体制
ア．取締役及び使用人は、監査役の求めるところに従い、各監査役の要

請に応じて必要な情報を報告及び情報提供を行うものとしておりま
す。

イ．取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を
発見認識した場合には、速やかに監査役に報告を行うものとしてお
ります。

ウ．監査役に対して直接報告を行った取締役及び使用人は、当該報告を
行ったことを理由として不利な取扱いを受けないものとしておりま
す。
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⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、取締役会、コンプライアンス委員会のほか、必要に応じて重

要なあらゆる会議に出席するとともに、必要な報告を求めることができ、
代表取締役及び監査役、並びに監査法人はそれぞれ定期的に情報交換、意
見交換を行うものとしております。

⑩　財務報告の適正性を確保するための体制
当社は、金融商品取引法の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に努

め、有効かつ正当な評価ができるよう内部統制システムを構築し、適正な
運用に努めることにより、財務報告の信頼性と適正性を確保しております。

⑪　反社会的勢力排除に向けた基本方針
当社は、反社会的勢力に対して、毅然とした態度で臨み、一切関係を持

たないことを基本方針としております。
また、必要に応じ、警察当局、顧問弁護士などの外部専門機関とも連携

を取り、体制の強化を図ってまいります。

⑹　業務の適正を確保するための体制の運用の状況の概要
内部統制につきましては、年２回、内部統制システムの整備及び運用状

況のモニタリングを実施し、その結果を取締役会へ報告することにより、
適切な内部統制システムの構築・運用に努めております。

経営理念の浸透やコンプライアンスにつきましては、月例会議及び研修
において、使用人への理解と向上を図りました。また、店舗監査を実施す
ることにより、店舗における運用状況を確認しております。

－ 14 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年６月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金　 額 科 目 金　 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
原 材 料
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 収 益
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
長 期 未 収 入 金
差 入 保 証 金
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
創 立 費

1,932,002
1,767,323

37,089
62

36,485
73,284
6,535
4,457
6,762

2,208,041
1,254,219

934,700
51,556

213,034
53,889
1,038

14,639
1,684

12,955
939,182
30,271

523
4,145

802,287
49,851
49,422
18,932

△16,252
89
89

流 動 負 債 465,178
買 掛 金 106,715
短 期 借 入 金 10,000
１年以内返済予定の長期借入金 41,676
リ ー ス 債 務 11,962
未 払 金 162,948
未 払 費 用 43,216
未 払 法 人 税 等 30,778
預 り 金 27,260
賞 与 引 当 金 2,330
そ の 他 28,291

固 定 負 債 242,969
長 期 借 入 金 40,267
リ ー ス 債 務 47,033
資 産 除 去 債 務 155,668

負 債 合 計 708,147
純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,424,578
資 本 金 275,100
資 本 剰 余 金 88,500
利 益 剰 余 金 3,682,838
自 己 株 式 △621,859

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 7,406
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 7,406

純 資 産 合 計 3,431,984
資 産 合 計 4,140,132 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,140,132

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年 7 月 1 日から
平成28年 6 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,419,514
売 上 原 価 1,501,288

売 上 総 利 益 3,918,225
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,777,627

営 業 利 益 140,597
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 867
協 賛 金 収 入 879
受 取 保 険 金 1,330
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 789
そ の 他 961 4,827

営 業 外 費 用
支 払 利 息 477
そ の 他 23 500
経 常 利 益 144,925

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 10,728
減 損 損 失 18,080 28,809

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 116,116
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 44,588
法 人 税 等 調 整 額 15,380 59,969
当 期 純 利 益 56,146
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 56,146

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年 7 月 1 日から
平成28年 6 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 2 7 年 ７ 月 １ 日 残 高 275,100 88,500 3,687,678 △621,765 3,429,512

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △60,988 △60,988
親会社株主に帰属する当
期 純 利 益 56,146 56,146

自 己 株 式 の 取 得 △94 △94

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △4,841 △94 △4,935

平成28年６月30日残高 275,100 88,500 3,682,838 △621,859 3,424,578

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
その他の包括利益
累 計 額 合 計

平 成 2 7 年 ７ 月 １ 日 残 高 9,043 9,043 3,438,556

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △60,988
親会社株主に帰属する当
期 純 利 益 56,146

自 己 株 式 の 取 得 △94

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △1,637 △1,637 △1,637

連結会計年度中の変動額合計 △1,637 △1,637 △6,573

平成28年６月30日残高 7,406 7,406 3,431,984

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　　１社
・連結子会社の名称　　　　　　　株式会社しんしん丸

⑵　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており
ます。

ロ　棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、原材料　　　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を

採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物 ８～34年
工具器具備品 ３～10年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 18 －
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③　重要な引当金の計上基準
イ　貸倒引当金　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ　賞与引当金　従業員の賞与の支給に備えるため、翌期支払予定額のうち当期に属する支
給対象期間に見合う額を計上しております。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（企業結合に関する会計基準等の適用）
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結
財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分
離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日）等を当連結会計年度
から適用し、当期純利益等の表示の変更を行っております。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務
上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、
平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法
から定額法へ変更しております。
　なお、これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

３．表示方法の変更
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「債務取崩益」（当
連結会計年度は、167千円)は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より
「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。

４．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 4,279,428千円

　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が111,130千円含まれております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 4,351,308株 －株 －株 4,351,308株

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 539,541株 46株 －株 539,587株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り46株によるものであります。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年９月25日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 60,988 16 平成27年６月30日 平成27年９月28日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

平成28年９月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 60,987 16 平成28年６月30日 平成28年９月26日

⑷　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
該当事項はありません。

６．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループの資金運用は、預金等安全性の高い金融商品での運用に限定しております。
　飲食店運営事業を行うための設備投資に係る資金調達については、基本的に自己資金で賄
う方針であり、それ以外の諸経費支払資金につき、銀行借入により調達しております。
　投資有価証券は、主に上場株式であり、定期的に時価の把握を行っております。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　平成28年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

(千円)

連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 時価 差額

⑴現金及び預金 1,767,323 1,767,323 －

⑵投資有価証券 30,271 30,271 －

⑶差入保証金 802,287

貸倒引当金（※１） △11,314

差入保証金（純額） 790,972 624,748 △166,224

資 産 計 2,588,567 2,422,343 △166,224

⑴買掛金 106,715 106,715 －

⑵短期借入金 10,000 10,000 －

⑶未払金 162,948 162,948 －

⑷未払費用 43,216 43,216 －

⑸未払法人税等 30,778 30,778 －

⑹長期借入金（※２） 81,943 81,927 △15

負 債 計 435,601 435,585 △15
（※１）長期未収入金に係る貸倒引当金を控除しております。
（※２）１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。

　（注）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資　産
⑴現金及び預金
　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。
⑵投資有価証券
　投資有価証券については取引所の価格によっております。
⑶差入保証金
　差入保証金の時価については、期末から返還までの見積り期間に基づき、将来キャッ
シュ・フロー（資産除去債務の履行により最終的に回収が見込めない金額控除後）を国
債の利回り等、適切な指標に基づく利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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負　債
⑴買掛金　⑵短期借入金　⑶未払金　⑷未払費用　⑸未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。
⑹長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定され
る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 900円38銭
⑵　１株当たり当期純利益 14円73銭

８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

９．その他の注記
　資産除去債務に関する注記

⑴　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
イ　当該資産除去債務の概要
　　店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法
　　使用見込期間を取得から30年と見積り、国債利回り（1.415％～2.195％）を割引率と

　して資産除去債務の金額を計算しております。

ハ　当該資産除去債務の総額の増減
当連結会計年度

（自　平成27年 7 月 1 日
至　平成28年 6 月30日）

期首残高 160,196千円
時の経過による調整額 2,977
資産除去債務の履行による減少額 △7,505
期末残高 155,668

⑵　資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上していないもの
　当社は、本社事務所の建物賃借契約に基づき、事務所の退去時における原状回復に係る債
務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社を
移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのた
め、当該資産に見合う資産除去債務を連結貸借対照表に計上しておりません。
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貸　借　対　照　表
（平成28年６月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 　額 科 目 金　 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
原 材 料
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 収 益
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
電 話 加 入 権

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 未 収 入 金
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

1,909,841
1,745,376

37,089
36,379
73,284
6,490
4,457
6,762

2,213,453
1,251,131

931,809
200
837

51,359
213,034
53,889
14,639
1,684

12,955
947,682
30,271
10,000

520
523

4,145
6,563

800,787
49,851
49,422
11,849

△16,252

流 動 負 債 464,620
買 掛 金 105,899
短 期 借 入 金 10,000
１年以内返済予定の長期借入金 41,676
リ ー ス 債 務 11,962
未 払 金 162,339
未 払 費 用 43,122
未 払 法 人 税 等 30,049
前 受 金 1,118
前 受 収 益 226
預 り 金 27,237
賞 与 引 当 金 2,300
そ の 他 28,687

固 定 負 債 244,019
長 期 借 入 金 40,267
リ ー ス 債 務 47,033
資 産 除 去 債 務 155,668
そ の 他 1,050

負 債 合 計 708,639
純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,407,249
資 本 金 275,100
資 本 剰 余 金 88,500

資 本 準 備 金 88,500
利 益 剰 余 金 3,665,509

利 益 準 備 金 24,780
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,640,729

別 途 積 立 金 3,280,000
繰 越 利 益 剰 余 金 360,729

自 己 株 式 △621,859
評 価 ・ 換 算 差 額 等 7,406

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 7,406
純 資 産 合 計 3,414,655

資 産 合 計 4,123,295 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,123,295
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成27年 7 月 1 日から
平成28年 6 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,385,234
売 上 原 価 1,491,415

売 上 総 利 益 3,893,819
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,761,995

営 業 利 益 131,823
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 864
協 賛 金 収 入 879
受 取 保 険 金 1,330
受 取 家 賃 2,520
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 789
そ の 他 1,561 7,944

営 業 外 費 用
支 払 利 息 477
そ の 他 23 500
経 常 利 益 139,267

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 10,728
減 損 損 失 18,080 28,809

税 引 前 当 期 純 利 益 110,458
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 43,274
法 人 税 等 調 整 額 15,387 58,661
当 期 純 利 益 51,796

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成27年 7 月 1 日から
平成28年 6 月30日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金
合　　　計別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

平成27年７月１日残高 275,100 88,500 24,780 3,280,000 369,921 3,674,701 △621,765 3,416,535

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △60,988 △60,988 △60,988

当 期 純 利 益 51,796 51,796 51,796

自己株式の取得 △94 △94

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― △9,191 △9,191 △94 △9,286

平成28年６月30日残高 275,100 88,500 24,780 3,280,000 360,729 3,665,509 △621,859 3,407,249

評価・換算
差 額 等

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

平成27年７月１日残高 9,043 3,425,579

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △60,988

当 期 純 利 益 51,796

自己株式の取得 △94

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 事 業 年 度
中の変動額(純額)

△1,637 △1,637

事業年度中の変動額合計 △1,637 △10,924

平成28年６月30日残高 7,406 3,414,655

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
②　その他有価証券

時価のあるもの　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
原材料　　　　　　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

を採用しております。

⑶　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 ８～34年
工具器具備品 ３～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお自社利用のソフトウエアについては、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用
　均等償却を行っております。

⑷　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　従業員の賞与の支給に備えるため、翌期支払予定額のうち当期に属する支
給対象期間に見合う額を計上しております。

⑸　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務
上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成
28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から
定額法へ変更しております。
　なお、これによる計算書類に与える影響は軽微であります。

３．表示方法の変更
（損益計算書）
　前連事業年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「債務取崩益」（当
連結会計年度は、167千円)は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業
外収益」の「その他」に含めて表示しております。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 4,276,522千円
　なお、減価償却累計額には減損損失累計額が111,130千円含まれております。

⑵　関係会社に対する金銭債務は次のとおりであります。
　　　①短期金銭債務 2,078千円
　　　②長期金銭債務 1,050千円

⑶　取締役との間の取引による取締役に対する金銭債権は次のとおりであります。
長期金銭債権 9,851千円

５．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

　　　営業取引以外の取引高 3,120千円
　　⑵　減損損失
　　　当社は以下の資産グループについて、減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 金額
店舗 建物等 埼玉県川越市他 18,080千円

　　　当社は、事業用資産において各店舗を基本単位として資産のグルーピングを行っておりま
す。

　　　当事業年度において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスの資産グループの帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（18,080千円）として特別損失に計
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上いたしました。
その種類ごとの内訳は以下のとおりであります。

建物 17,125千円
工具器具備品 479
長期前払費用 475

計 18,080
　　　なお、回収可能価額は使用価値により算定しております。使用価値については、将来キャ
　　ッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるものは回収可能価額を零として評価し、
　　それ以外については将来キャッシュ・フローを3.5％で割引いて算定しております。

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 539,541株 46株 －株 539,587株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り46株によるものであります。

７．税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 3,166千円
未払事業所税 2,514千円
賞与引当金 809千円
貸倒引当金損金算入限度超過額 4,950千円
減損損失 17,652千円
資産除去債務 47,416千円
投資有価証券評価損 813千円
繰延税金資産計 77,324千円

　　繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △18,167千円
その他有価証券評価差額金 △3,243千円
繰延税金負債計 △21,411千円
繰延税金資産の純額 55,913千円

－ 28 －

個別注記表
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８．関連当事者との取引に関する注記
　　役員及び個人主要株主等

種 類 氏 名 所 在 地
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議 決 権 等
の 所 有
(被 所 有)
割 合(％ )

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

( 千 円 ) 科 目 期末残高
( 千 円 )

役員 佐藤榮治 － － 当社代表
取 締 役

(被所有)
 直接
    26.5

不動産賃
貸借の被
債務保証

不動産賃
貸借の被
債務保証
(注)1,2

8,445 － －

不動産の
賃 借

不動産の
賃 借
(注)3

15,038
前払費用 1,353

差入保証金 9,851

　取引条件及び取引条件の決定方針等
　(注）１．被債務保証に対しての保証料は支払っておりません。

２．不動産賃貸借の被債務保証に係る取引金額は賃借料を記載しております。
３．不動産の賃借については近隣の取引実績等に基づき決定しております。
４．取引金額には消費税及び地方消費税は含まれておらず、期末残高には消費税及び地方

消費税が含まれております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 895円83銭
⑵　１株当たり当期純利益 13円59銭

10．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。

－ 29 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年８月24日

株式会社かんなん丸
取締役会　御中

アスカ監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 若 尾 典 邦 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 石　渡　裕一朗 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社かんなん丸の平成27
年７月1日から平成28年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査
を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算
書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、株式会社かんなん丸及び連結子会社からなる企業集団の当
該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上

－ 30 －
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年８月24日

株式会社かんなん丸
取締役会　御中

アスカ監査法人
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 若　尾　典　邦 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 石　渡　裕一朗 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社かんなん丸の平成
27年７月1日から平成28年６月30日までの第39期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上

－ 31 －
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年７月１日から平成28年６月30日までの第39期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　　監査役会は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等を定め、

各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議
に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しまし
た。子会社につきましては、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

　　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取り組
み並びに会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及び理由について
は、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

　　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」 (平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその付属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人アスカ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　⑶　連結計算書類の監査結果
　　会計監査人アスカ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年８月30日

株式会社　かんなん丸　監査役会
常 勤 監 査 役 菊 田 　 聡 ㊞
社 外 監 査 役 武 田 清 一 ㊞
社 外 監 査 役 羽 根 川 　 敏 　 文 ㊞

以　上

－ 32 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定
配当の維持を基本としながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第
39期の期末配当をいたしたいと存じます。
期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

　金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金16円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は60,987,536円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　平成28年９月26日といたしたいと存じます。

－ 33 －

第１号議案　剰余金処分の件
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第２号議案　取締役３名選任の件
　取締役全員（３名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式
の 数

１

さ と う 　 え い じ
佐 藤 榮 治

（昭和16年６月９日生）

昭和48年７月   自営業（飲食店）を開始
昭和55年９月   株式会社朱鷺（現株式会社大

庄）入社
昭和57年５月   有限会社かんなん丸設立

代表取締役社長
平成７年２月   当社代表取締役社長（現任）
平成７年４月   有限会社群青設立

代表取締役社長（現任）
平成24年６月   株式会社しんしん丸設立

代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）
　有限会社群青代表取締役社長
　株式会社しんしん丸代表取締役社長

1,009,400株

【取締役候補者とした理由】
佐藤榮治氏は、創業者であり経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、庄や
グループフランチャイズ店の運営を通して、当社の成長と企業業績向上に向けた基盤
を作るとともに、当社経営陣の中心として会社を牽引してまいりました。以上のこと
から引き続き、取締役として選任をお願いするものであります。

２

さ と う 　 き ょ う こ
佐 藤 京 子

（昭和22年４月24日生）

昭和57年５月   有限会社かんなん丸入社
同社専務取締役

平成７年２月   当社専務取締役
平成24年６月   株式会社しんしん丸取締役

（現任）
平成24年７月   当社取締役会長（現任）
（重要な兼職の状況）
　株式会社しんしん丸取締役

348,800株

【取締役候補者とした理由】
佐藤京子氏は、会社設立以来、財務面での幅広い見識を有し、大所高所の見地から適
切な経営判断を行い、経営基盤を構築してまいりました。以上のことから、引き続き
取締役として選任をお願いするものであります。

－ 34 －
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の 株 式
の 数

３

み と め 　 ま さ ひ ろ
三 留 雅 広

（昭和55年10月8日生）

平成14年４月   当社入社
平成20年７月   当社営業部次長
平成21年７月   当社営業部長
平成23年９月   当社取締役
平成24年７月   当社取締役営業本部副本部長

兼西営業本部長
平成26年７月   当社常務取締役営業本部長

(現任）

　1,200株

【取締役候補者とした理由】
三留雅広氏は、上記略歴、当社における地位及び担当のとおり、主に営業部門の責任
者としての任務を通じ、当社の事業活動に関し、的確な視野での経験や見識を有し、
営業部門を推進してまいりました。以上のことから、引き続き取締役として選任をお
願いするものであります。

(注)各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

以　上

－ 35 －

第２号議案　取締役３名選任の件
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第39回定時株主総会会場ご案内図

場　　　所　埼玉県さいたま市浦和区高砂二丁目１番19号
浦和ワシントンホテル　３階　プリムローズ
電話（048）825－4001

463

463

17

中
山
道 　　　　県民

健康センター

第二庁舎

埼玉県庁

県庁通

裁判所合同庁舎

坂
下
通

市民会館

県立図書館
埼玉会館

埼玉りそな
 　ＢＫ

浦
和
岩
槻
線

旧
中
山
道

めがねの
和真

SMBC日興証券

伊勢丹

第一生命
同和火災
ビル

↑
至
大
宮

コ
ル
ソ

西
口

東
口浦

和
駅

至
東
京
↓

徒歩３分

浦和ワシントンホテル

紳士服のコナカ

セブン
イレブン

地図




